
次世代の金融、共に築き切り拓く未来

SBI新生銀行グループの

次世代育成支援対策推進法

及び女性活躍推進法に基づく

一般事業主行動計画

計画期間：2026年4月1日～2028年3月31日

株式会社SBI新生銀行

株式会社アプラス

新生フィナンシャル株式会社

昭和リース株式会社

新生インベストメント&ファイナンス株式会社



株式会社SBI新生銀行
次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

目的

計画期間

持続的な価値創造のため、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進し、年齢・性別・国籍・障がいの有無・性的指向や
性自認にかかわらず、すべての従業員がやりがいを持って働ける環境や企業文化の醸成に向けて取り組みを継続する。

2026年4月1日～2028年3月31日（2カ年）

目標４

管理職（課長職以上）に占める女性割合を23％以上とする

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 はぐくみ休暇100％取得の継続、事例共有・情報提供の実施、延伸に向けた施策の検討・実行

目標２

目標３

年次有給休暇取得率70％以上を維持する

目標1

男性の育児休業等取得率を90％以上とする

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働・法定休日労働の時間
平均22時間以下を維持する

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 業務効率化に向けた継続した取り組み、ノー残業デーの周知・啓発

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 休暇取得推進の定期的な発信、取得状況の把握・実績の公表

所属長への情報還元と取得予定の報告の徹底

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 性別に偏りのない採用・登用の実行、管理職候補者の把握と役割付与

キャリアを断絶させない育休からの復職サポート

次世代法

次世代法

次世代法女活法

女活法



株式会社アプラス 
次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

目的

計画期間

持続的な価値創造のため、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進し、年齢・性別・国籍・障がいの有無・性的指向や
性自認にかかわらず、すべての従業員がやりがいを持って働ける環境や企業文化の醸成に向けて取り組みを継続する。

2026年4月1日～2028年3月31日（2カ年）

目標４

管理職（課長職以上）に占める女性割合を28％以上とする

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 はぐくみ休暇100％取得の継続、事例共有・情報提供の実施、延伸に向けた施策の検討・実行

目標２

目標３

年次有給休暇取得率70％以上を維持する

目標1

男性の育児休業等取得率を90％以上とする

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働・法定休日労働の時間
平均16時間以下を維持する

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 業務効率化に向けた継続した取り組み、ノー残業デーの周知・啓発

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 休暇取得推進の定期的な発信、取得状況の把握・実績の公表

所属長への情報還元と取得予定の報告の徹底

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 性別に偏りのない採用・登用の実行、管理職候補者の把握と役割付与

キャリアを断絶させない育休からの復職サポート

次世代法

次世代法

次世代法女活法

女活法



新生フィナンシャル株式会社
次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

目的

計画期間

持続的な価値創造のため、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進し、年齢・性別・国籍・障がいの有無・性的指向や
性自認にかかわらず、すべての従業員がやりがいを持って働ける環境や企業文化の醸成に向けて取り組みを継続する。

2026年4月1日～2028年3月31日（2カ年）

目標４

管理職（課長職以上）に占める女性割合を22％以上とする

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 はぐくみ休暇100％取得の継続、事例共有・情報提供の実施、延伸に向けた施策の検討・実行

目標２

目標３

年次有給休暇取得率70％以上を維持する

目標1

男性の育児休業等取得率を90％以上とする

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働・法定休日労働の時間
平均17時間以下を維持する

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 業務効率化に向けた継続した取り組み、ノー残業デーの周知・啓発

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 休暇取得推進の定期的な発信、取得状況の把握・実績の公表

所属長への情報還元と取得予定の報告の徹底

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 性別に偏りのない採用・登用の実行、管理職候補者の把握と役割付与

キャリアを断絶させない育休からの復職サポート

次世代法

次世代法

次世代法女活法

女活法



昭和リース株式会社
次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

目的

計画期間

持続的な価値創造のため、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進し、年齢・性別・国籍・障がいの有無・性的指向や
性自認にかかわらず、すべての従業員がやりがいを持って働ける環境や企業文化の醸成に向けて取り組みを継続する。

2026年4月1日～2028年3月31日（2カ年）

目標４

管理職（課長職以上）に占める女性割合を17％以上とする

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 はぐくみ休暇100％取得の継続、事例共有・情報提供の実施、延伸に向けた施策の検討・実行

目標２

目標３

年次有給休暇取得率70％以上を維持する

目標1

男性の育児休業等取得率を90％以上とする

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働・法定休日労働の時間
平均12時間以下を維持する

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 業務効率化に向けた継続した取り組み、ノー残業デーの周知・啓発

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 休暇取得推進の定期的な発信、取得状況の把握・実績の公表

所属長への情報還元と取得予定の報告の徹底

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 性別に偏りのない採用・登用の実行、管理職候補者の把握と役割付与

キャリアを断絶させない育休からの復職サポート

次世代法

次世代法

次世代法女活法

女活法



新生インベストメント&ファイナンス株式会社
次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

目的

計画期間

持続的な価値創造のため、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進し、年齢・性別・国籍・障がいの有無・性的指向や
性自認にかかわらず、すべての従業員がやりがいを持って働ける環境や企業文化の醸成に向けて取り組みを継続する。

2026年4月1日～2028年3月31日（2カ年）

目標４

管理職（課長職以上）に占める女性割合を25％以上とする

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 はぐくみ休暇100％取得の継続、事例共有・情報提供の実施、延伸に向けた施策の検討・実行

目標２

目標３

年次有給休暇取得率70％以上を維持する

目標1

男性の育児休業等取得率を90％以上とする

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働・法定休日労働の時間
平均15時間以下を維持する

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 業務効率化に向けた継続した取り組み、ノー残業デーの周知・啓発

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 休暇取得推進の定期的な発信、取得状況の把握・実績の公表

所属長への情報還元と取得予定の報告の徹底

⚫実施時期 2026年4月～
⚫取組内容 性別に偏りのない採用・登用の実行、管理職候補者の把握と役割付与

キャリアを断絶させない育休からの復職サポート

次世代法

次世代法

次世代法女活法

女活法
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